
掛川市給水装置工事設計・施工基準 新旧対照表 

改正後 改正前 

2・2・3直結・受水槽併用方式 

一つの建物内で、直結式及び受水槽式の両方の給水方式を併用

するものである。共同住宅及び店舗併用共同住宅での併用は原

則として認めない。 

2・2・3直結・受水槽併用方式 

一つの建物内で、直結式及び受水槽式の両方の給水方式を併用

するものである。共同住宅での併用は原則として認めない。 

表-8 湿式・接線流羽根車式メータ適用基準表 

40A(接線型)  適正使用流量範囲(㎥/h)0.4～4.0 

表-8 湿式・接線流羽根車式メータ適用基準表 

40A(接線型)  適正使用流量範囲(㎥/h)0.5～4.0 

3・3 給水管の分岐 

(1)配水管からの分岐位置は、穿孔による管体強度の減少の

防止と、給水装置相互間の流量への影響により他の給水に支

障が生じることを防止すること等から、他の給水装置分岐位

置及び配水管継手部から30cm以上離すこと。 

(2)分岐の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、

著しく過大でないものとし、原則として配水管の口径より２

段落としサイズ小さいもの以下とする。 

(3)配水管からのサドルによる分岐口径は20mm以上とする。 

(4)縦断配管については原則２本以上の配管は認めない

。両側歩道付道路は２本までとする。 

3・3 給水管の分岐 

(1)配水管からの分岐位置は、穿孔による管体強度の減少の防

止と、給水装置相互間の流量への影響により他の給水に支障

が生じることを防止すること等から、他の給水装置分岐位置

から30cm以上離すこと。 

(2)分岐の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著

しく過大でないものとし、原則として配水管の口径より２サ

イズ小さいもの以下とする。 

(3)配水管からのサドルによる分岐口径は20mm以上とする。 

3・5 配水管から第 1 止水栓までの配管及び工法・継手 

3・5・1配管及び工法 

(1)配水管が鋳鉄管、鋼管、ビニル管、の場合 

①分岐口径50mm以下の場合は、配水管にサドル分水栓を取り付

け、配水管と直角に施工して、止水栓（φ25mm以下）または

青銅仕切弁(φ30mm以上)、ソフトシール仕切弁(φ50mm以上)

を設置する。 

②配水管口径300mm以上または、分岐口径75mm以上(公道縦断の

連合管は50mm以上)、50mm同径分岐の場合は、不断水分岐用

割T字管を配水管に取り付け、配水管とほぼ直角に配管施工

して、青銅仕切弁（φ30mm以上）またはソフトシール仕切弁

(φ50mm以上)を設置する。 

(2)チーズ等を使用して分岐を行う場合は、市長の指示による

ものとする。 

(3)やむを得ず既設給水管を圧着する場合、圧着箇所をネ

オ SK ジョイント等により保護をすること。但し、MC ジ

ョイント等の樹脂製は認めない。 

(4)分岐部及び第 1 止水栓部以外に継手を使用する場合

は、必ず事前に協議をして市長の承諾を得ること。 

3・5 配水管から止水栓までの配管及び工法・継手 

3・5・1配管及び工法 

(1)配水管が鋳鉄管、鋼管、ビニル管、の場合 

①分岐口径50mm以下の場合は、配水管にサドル分水栓を取り付

け、配水管と直角に施工して、止水栓（φ25mm以下）または

青銅仕切弁(φ30mm以上)、ソフトシール仕切弁(φ50mm以上)

を設置する。 

②配水管口径300mm以上または、分岐口径75mm以上(公道縦断の

連合管は50mm以上)、50mm同径分岐の場合は、不断水割T字管

を配水管に取り付け、配水管とほぼ直角に配管施工して、青

銅仕切弁またはソフトシール仕切弁(φ50mm以上)を設置する

。 

(2)チーズ等を使用して分岐を行う場合は、市長の指示による

ものとする。 

 



改正後 改正前 

3・6・2道路占用位置 

(1)道路を縦断して給水管を配管する場合は、道路管理者の指

示により配管すること。 

(2)既設埋設物及び構造物に近接して布設するときは、30cm以

上離して布設すること。なお、新設給水管が他の埋設物と交差

する場合は原則として下越しとする。 

(3)縦断配管については原則２本以上の配管は認めない。

両側歩道付道路は２本までとする。 

 

3・6・2道路占用位置 

(1)道路を縦断して給水管を配管する場合は、道路管理者の指

示により配管すること。 

(2)既設埋設物及び構造物に近接して布設するときは、30cm以

上離して布設すること。なお、新設給水管が他の埋設物と交差

する場合は原則として下越しとする。 

(3)縦断配管については原則２本以上の配管は認めない。両側

歩道付道路は２本までとする。 

 

3・7 給水管等の明示 

(1)道路部分に布設する口径40mm以上の給水管（市道・法定外

道路：口径40mm以上、県道：口径20mm以上）には管上50cmに埋

設標識シートを布設する。なお、県道へ浅層埋設により布設す

る場合においては、「静岡県地下埋設物件表示要領」を参照す

ること。また、口径75mm以上の配水管には管明示テープにより

管を明示する。 

(2)敷地部分に布設する給水管の位置について、維持管理上明

示する必要がある場合は、明示杭等により位置を明示すること

とする。 

(3)管路及び止水用具は、オフセットを測定し位置を明らかに

しなければならない。 

 

3・7 給水管等の明示 

(1)道路部分に布設する口径40mm以上の給水管には管上50cmに

埋設標識シートを布設する。また、口径75mm以上の配水管には

管明示テープにより管を明示する。 

(2)敷地部分に布設する給水管の位置について、維持管理上明

示する必要がある場合は、明示杭等により位置を明示すること

とする。 

(3)管路及び止水用具は、オフセットを測定し位置を明らかに

しなければならない。 

 

3・8 第 1 止水栓の設置 

3・8・1第1止水栓(仕切弁)・伸縮止水栓の位置 

(1)第1止水栓(仕切弁)の位置は、官民境界から１m以内に取り

付けること。 

(2)第1止水栓(仕切弁)は、維持管理上支障がないよう指定のボ

ックス内に収納すること。 

(3)伸縮止水栓はメータボックス内に設置すること。 

(4)給水管φ30以上の第1止水栓には青銅仕切弁または鋳

鉄製仕切弁を設置すること。 

(5)第1止水栓周りの外構（アスファルト舗装、コンクリ

ート舗装等）については、竣工検査完了後に行うよう関

係各所に周知徹底すること。 

 

3・8 止水栓の設置 

3・8・1止水栓(仕切弁)・伸縮止水栓の位置 

(1)止水栓(仕切弁)の位置は、官民境界から１m以内に取り付け

ること。 

(2)止水栓(仕切弁)は、維持管理上支障がないよう指定のボッ

クス内に収納すること。 

(3)伸縮止水栓はメータボックス内に設置すること。 

(4)給水管φ30以上の止水栓には青銅仕切弁または鋳鉄製

仕切弁を設置すること。 

 



改正後 改正前 

3・9水道メータの設置 

3・9・1水道メータの設置基準 

(1)水道メータは官民境界線から管延長２m以内かつ第1止

水から管延長１m以内に取りつけること。(集合住宅等の

各室メータには適用しない) 

(2)１つの建造物に、１個のメータを設置すること。ただし、

同一敷地内で同じ目的に使用される装置については建造物の棟

数に関係なく１個のメータを設置する。また、市長が給水装置

及び建築物の構造上特に必要があると認める場合は、同一の建

築物につき２個以上のメータを設置することができる。 

(3)受水槽以下の設備に２戸以上の住宅等に係る専用給水装置

として設置され、かつ、各戸又は各部分の水道使用者が異なる

ときは、各戸又は各部分に設置する。 

(4)受水槽以下の設備に２戸以上の住宅等に給水し、各戸又は

各部分の水道使用者が異なる場合は受水槽の流入側に原則とし

て通過メータ（親メータ）を設置する。 

(5)(4)市長が認めた場合は前項の規定を適用しない。 

 

3・9水道メータの設置 

3・9・1メータの設置基準 

(1)水道メータは官民境界線から管延長２m以内かつ第1止

水から管延長１m以内に取りつけること。(集合住宅等の

各室メータには適用しない) 

(2)１つの建造物に、１個のメータを設置すること。ただし、

同一敷地内で同じ目的に使用される装置については建造物の棟

数に関係なく１個のメータを設置する。また、市長が給水装置

及び建築物の構造上特に必要があると認める場合は、同一の建

築物につき２個以上のメータを設置することができる。 

(3)受水槽以下の設備に２戸以上の住宅等に係る専用給水装置

として設置され、かつ、各戸又は各部分の水道使用者が異なる

ときは、各戸又は各部分に設置する。 

(4)受水槽以下の設備に２戸以上の住宅等に給水し、各戸又は

各部分の水道使用者が異なる場合は受水槽の流入側に原則とし

て通過メータ（親メータ）を設置する。 

(5)市長が認めた場合は前項の規定を適用しない。 

 

3・9・3メータの設置位置等 

メータの位置は、次の各号によるものとする。 

(1)メータは検針及びメータの取り替えに支障のない場所とす

ること。 

(2)メータに表示されている流水方向の矢印を確認した上で水

平に取り付けること。 

(3)メータ流入側に接して伸縮止水栓(大口径φ75mm以上の場合

は仕切弁)を付け、メータとともにメータボックス内に収納す

るよう設置する。 

(4)φ75mm以上のメータはメータ二次下流側に逆止弁をメ

ータボックス内に設置する。 

(5)その他、給水装置工事設計・施工基準申請位置に拠りがた

い場合は、事前に協議を行うこと。集合住宅等特別な設置をす

る場合は市長と協議すること。 

 

3・9・3メータの設置位置等 

メータの位置は、次の各号によるものとする。 

(1)メータは検針及びメータの取り替えに支障のない場所とす

ること。 

(2)メータに表示されている流水方向の矢印を確認した上で水

平に取り付けること。 

(3)メータ流入側に接して伸縮止水栓(大口径φ75mm以上の場合

は仕切弁)を付け、メータとともにメータボックス内に収納す

るよう設置する。 

(4)φ75mm以上のメータはメータ二次側に逆止弁をメータ

ボックス内に設置する。 

(5)その他、申請位置に拠りがたい場合は、事前に協議を行

うこと。集合住宅等特別な設置をする場合は市長と協議するこ

と。 

 

 



改正後 改正前 

3・10・1配管においての留意事項 

(1)当該給水装置以外の水管その他の装置に直接連結しないこ

と。 

      ・ 

      ・ 

      ・ 

(15)地下式散水栓、マイクロバブル発生装置、給水管に直結す

る非常用貯水槽を設置する場合はメーター下流側に逆止弁を設

置すること。なお、マイクロバブル発生装置、給水管に直結す

る非常用貯水槽を設置する場合は事前に協議を行うこと。 

(15)(16)その他、維持管理を考慮した配管とすること。 

3・10・1配管においての留意事項 

(1)当該給水装置以外の水管その他の装置に直接連結しないこ

と。 

      ・ 

      ・ 

      ・ 

(15)その他、維持管理を考慮した配管とすること。 

 

3.11 土工事等 

3・11・1土工事 

(1)工事は、関係法令を遵守して、各工種に適した方法に従っ

て行い、設備の不備、不完全な施工等によって事故や障害を起

こすことがないようにすること。 

(2)掘削に先立ち事前の調査を行い、現場の状況を把握し、次

の事項を考慮すること。 

①掘削深さが1.5mを超える場合には、切り取り面がその箇所の

土質に見合った勾配を保って掘削できる場合を除き土留工を施

すこと。掘削深さが1.5m以内であっても土質等により崩壊の危

険がある場合は土留工を施すこと。 

②掘削にあたっては、下水道、ガス、電気、電話等について、

埋設物管理者と協議し、立会を求めること。 

③道路を掘削する場合は、１日の作業可能範囲内とし、掘り置

きはしないこと。 

④道路内における埋め戻しは、道路管理者の承諾をうけ、指定

の材料を用いて、一層の仕上がり厚20cm程度ごとに十分締め固

めなければならない。また、埋め戻しによって他の構造物に破

損等を生じないようにしなければならない。 

⑤鋳鉄管を使用する場合、管上に 10cm の保護砂を施工す

ること。また、合成樹脂管を使用する場合は、管上、管下

に 10cm の保護砂を施工すること。  

3.11 土工事等 

3・11・1土工事 

(1)工事は、関係法令を遵守して、各工種に適した方法に従っ

て行い、設備の不備、不完全な施工等によって事故や障害を起

こすことがないようにすること。 

(2)掘削に先立ち事前の調査を行い、現場の状況を把握し、次

の事項を考慮すること。 

①掘削深さが1.5mを超える場合には、切り取り面がその箇所の

土質に見合った勾配を保って掘削できる場合を除き土留工を施

すこと。掘削深さが1.5m以内であっても土質等により崩壊の危

険がある場合は土留工を施すこと。 

②掘削にあたっては、下水道、ガス、電気、電話等について、

埋設物管理者と協議し、立会を求めること。 

③道路を掘削する場合は、１日の作業可能範囲内とし、掘り置

きはしないこと。 

④道路内における埋め戻しは、道路管理者の承諾をうけ、指定

の材料を用いて、一層の仕上がり厚20cm程度ごとに十分締め固

めなければならない。また、埋め戻しによって他の構造物に破

損等を生じないようにしなければならない。 

 



改正後 改正前 

3・11・3現場管理 

(1)関係法令を遵守するとともに、常に工事の安全に留意し、

現場管理を適切に行い、事故防止に努めること。工事の施工は

、次の技術指針、基準等を参照すること。 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

(6)工事施工中、万一不測の事故等が発生した場合は、直ちに

工事を中断し、所轄警察署長、及び道路管理者に通報するとと

もに、水道課に連絡しなければならない。また工事に際しては

予めこれらの連絡先を確認し、施工に携わる者すべてに周知徹

底をさせておくこと。 

(7)他の埋設物を損傷した場合は、直ちにその埋設物の管理者

に通報し、その指示に従わなければならない。 

(8)掘削にあたっては、工事場所の交通安全等を確保するため

に保安設備を設置し、必要に応じて保安要員(交通整理員等)を

配置すること。 

(9)工事施工者は、本復旧工事施工まで常に仮復旧箇所を巡回

し、地盤沈下、その他不良個所が生じた場合、または道路管理

者等から指示を受けたときは直ちに修復しなければならない。 

(10)工事中の現場管理及び路面復旧等は、諸基準に適合してい

ること 

(11) 配水管から分岐サドル、不断水分岐用割T字管など

で分岐を行う際は、工事施工指定給水装置工事事業者の

主任技術者が立ち会うこと。 

 

3・11・3現場管理 

(1)関係法令を遵守するとともに、常に工事の安全に留意し、

現場管理を適切に行い、事故防止に努めること。工事の施工は

、次の技術指針、基準等を参照すること。 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

(6)工事施工中、万一不測の事故等が発生した場合は、直ちに

工事を中断し、所轄警察署長、道路管理者に通報するとともに

、水道課に連絡しなければならない。また工事に際しては予め

これらの連絡先を確認し、周知徹底をさせておくこと。 

(7)他の埋設物を損傷した場合は、直ちにその埋設物の管理者

に通報し、その指示に従わなければならない。 

(8)掘削にあたっては、工事場所の交通安全等を確保するため

に保安設備を設置し、必要に応じて保安要員(交通整理員等)を

配置すること。 

(9)工事施工者は、本復旧工事施工まで常に仮復旧箇所を巡回

し、地盤沈下、その他不良個所が生じた場合、または道路管理

者等から指示を受けたときは直ちに修復しなければならない。 

(10)工事中の現場管理及び路面復旧等は、諸基準に適合してい

ること 

  



改正後 改正前 

 

4・1・2竣工検査 

(1) 新設・改造・止水栓まで・連合の申請について実施する。 

(2)竣工検査は現場竣工検査又は書類竣工検査による。以下の

場合は現場竣工検査を行う。検査方法の区別は設計審査の承認

後、給水装置工事申込書に記載する。 

①連合の場合 

②敷地内に井戸等の上水道以外の給水設備がある場合 

③工場、店舗等の場合 削除 

③受水槽を設置・改造する場合（小規模貯水槽水道は除く） 

④３階直結給水を行う場合 

⑤その他市が必要と判断した場合 

※『工事、店舗等の場合』及び『新規分岐工事』につ

いて、原則、書類竣工検査とする。 

※但し、特殊な給水装置の設置を伴う『新規分岐工事

』は現場竣工検査する。 

(3)給水工事完了後から給水装置使用前の期間に、速やかに水

道課に検査依頼を行い、検査を受けること。実施する。 

 

 

4・1・2竣工検査 

(1)新設・改造・止水栓まで・連合の申請について実施する。 

(2)竣工検査は現場竣工検査又は書類竣工検査による。以下の

場合は現場竣工検査を行う。検査方法の区別は設計審査の承認

後、給水装置工事申込書に記載する。 

①連合の場合 

②敷地内に井戸等の上水道以外の給水設備がある場合 

③工場、店舗等の場合 

④受水槽を設置・改造する場合 

⑤３階直結給水を行う場合 

⑥その他市が必要と判断した場合 

(3)給水工事完了後から給水装置使用前の期間に、速やかに検

査を実施する。 

 

4・2 竣工検査の実施 

4・2・1現場竣工検査の実施 

(1)現場竣工検査は、指定給水装置工事事業者より提出された

申請図面に基づき、水道課職員が実施する。この際、主任技術

者は立ち会わなければならない。なお、やむを得ない理由によ

り、担当主任技術者の立ち会い困難な場合は必ず代理の主任技

術者が立ち会わなければならない。 

(2)主任技術者は、給水装置が構造・材質基準に適合している

ことを再確認すること。 

(3)給水装置設置工事完成届(自社検査表)を提出すること

。 

 

4・2 竣工検査の実施 

4・2・1現場竣工検査の実施 

(1)現場竣工検査は、指定給水装置工事事業者より提出された

申請図面に基づき、水道課職員が実施する。この際、主任技術

者は立ち会わなければならない。 

(2)主任技術者は、給水装置が構造・材質基準に適合している

ことを再確認すること。 

(3)給水装置設置工事完成届(自社検査表)を提出すること

。 

 

  



改正後 改正前 

 

4・2・2書類竣工検査の実施 

(1)書類竣工検査の場合、完成後速やかに以下の完成書類

を提出する。 

①給水装置設置工事完成届(自社検査表) 

②竣工図面、使用材料一覧表(修正がある場合) 

③状況写真は次の様子を鮮明に写すこと。写真の撮影

例を別紙１に示す。 

ア 止水栓及びメータの官民境界等からのオフセット 

イ 止水栓の向き、内部状況 

ウ 伸縮止水栓メータ番号及びメータの設置状況 

(伸縮幅の確保、メーター番号、流向が確認できること) 

エ 残留塩素の塩素反応(当該現場で撮影したことが分

かるようにする。) 

オ 既設給水管の圧着保護箇所（ネオSKジョイント等） 

④その他（市が必要と判断した場合） 

 

 

4・2・2書類竣工検査の実施 

(1)書類竣工検査の場合、完成後速やかに以下の完成書類

を提出する。 

①給水装置設置工事完成届(自社検査表) 

②竣工図面、使用材料一覧表(修正がある場合) 

③状況写真は次の様子を鮮明に写すこと。写真の撮影

例を別紙１に示す。 

ア 止水栓及びメータの官民境界等からのオフセット 

イ 止水栓の向き 

ウ メータ番号及びメータの設置状況 

エ 残留塩素の塩素反応(当該現場で撮影したことが分

かるようにする。) 

④その他（市が必要と判断した場合） 

 

 

5・1 給水装置工事の申込み 

(1)給水装置工事申込書(新設・改造)の提出(給水装置工事申込

書提出時の付随提出書類、給水装置工事申込書に関連する提出

書類を別表３、別表４に示す。各様式における押印の要・不要

一覧を別表５に示す。) 

①小型量水器（13～25mm）については工事着手の10日前 

大型量水器については工事着手の40日前までに申込書を提出す

ること 

②利害関係者の同意書等の提出(土地(私道)・家屋・給水装

置・本管使用承諾書) 

③使用計画材料の明細提出(市長が求めたとき) 

④３階直結給水の申請 

(2)設計内容の審査 

(3)給水装置工事の承認 

5・1 給水装置工事の申込み 

(1)給水装置工事申込書(新設・改造)の提出(給水装置工事申込

書提出時の付随提出書類、給水装置工事申込書に関連する提出

書類を別表３、別表４に示す。各様式における押印の要・不要

一覧を別表５に示す。) 

①小型量水器（13～25mm）については10日前 

大型量水器については40日前までに申込書を提出すること 

②利害関係者の同意書等の提出(土地(私道)・家屋・給水装

置・本管使用承諾書) 

③使用計画材料の明細提出(市長が求めたとき) 

④３階直結給水の申請 

(2)設計内容の審査 

(3)給水装置工事の承認 

 

6・2 給水装置工事主任技術者の役割と責務 

給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなけ

ればならない。 

(1)給水装置工事に関する技術上の管理 

(2)給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

(3)給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が基準に適合

していることの確認 

(4)分岐工事の立ち会い 

6・2 給水装置工事主任技術者の役割と責務 

給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなけ

ればならない。 

(1)給水装置工事に関する技術上の管理 

(2)給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 

(3)給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が基準に適合

していることの確認 



改正後 改正前 

6・3 引き渡し 

(1)指定給水装置工事事業者は、市長が行う工事竣工検査の合

格後、申込者に給水装置の引き渡しを行う。 

(2)指定給水装置工事事業者は、給水装置の引き渡しにあたっ

て、申込者又は使用者に給水装置の管理の内容について十分に

説明すること。 

①メータ、止水栓などの位置を明確にしておき、その上に物を

置かないように指導する。 

②給水栓、コマ・パッキンの取り替えなど簡易な修繕は使用者

にもできるので、その修繕方法を指導する。 

③漏水の発見方法と予防について指導するとともに、漏水を発

見した場合には、直ちに止水し指定工事事業者に連絡し、適切

な措置をとるよう指導する。(掛川市の場合、基準通り官民境

から1.0m以内に設置された第1止水栓まで、または官民境より1

.0m以内まで市が無償で修繕する。) 

④給水栓にゴムホースなどをつけて使用する場合は、使用後必

ず取り外しておくよう指導する。 

⑤受水槽の清掃など管理を適切に行うよう指導する。 

⑥工事の保証期間について説明する。 

 

6・3 引き渡し 

(1)指定給水装置工事事業者は、市長が行う工事竣工検査の合

格後、申込者に給水装置の引き渡しを行う。 

(2)指定給水装置工事事業者は、給水装置の引き渡しにあたっ

て、申込者又は使用者に給水装置の管理の内容について十分に

説明すること。 

①メータ、止水栓などの位置を明確にしておき、その上に物を

置かないように指導する。 

②給水栓、コマ・パッキンの取り替えなど簡易な修繕は使用者

にもできるので、その修繕方法を指導する。 

③漏水の発見方法と予防について指導するとともに、漏水を発

見した場合には、直ちに止水し指定工事事業者に連絡し、適切

な措置をとるよう指導する。(掛川市の場合、第1止水栓まで市

が無償で修繕する。) 

④給水栓にゴムホースなどをつけて使用する場合は、使用後必

ず取り外しておくよう指導する。 

⑤受水槽の清掃など管理を適切に行うよう指導する。 

⑥工事の保証期間について説明する。 

 



別表 1 配水管の分岐部分から止水栓(仕切弁)まで及びメータ等に関する指定材料 

 

別表 2 市⾧承認材料一覧表 

 

  

改正後 改正前 

 品目 名称 規格番号 摘要  品目 名称 規格番号 摘要 

栓類 
分岐管本管 

φ300 以上 

不断水分岐用割 T 字管 

分岐口径φ50 以上 

市⾧の定める

規格 

内面粉体

SUS ボルト 

塗装 

栓類 
分岐管本管 

φ300 以上 

不断水分岐用割 T 字管 

分岐口径φ30 以上 

市⾧の定める

規格 

内面粉体

SUS ボルト 

塗装 

その他 

塩ビ接着剤 
水道用硬質塩化 

ビニル管の接着剤 
JWWAS101  

その他 

塩ビ接着剤 
水道用硬質塩化 

ビニル管の接着剤 
JWWAS101  

防食コア 分水栓密着用コア   防食コア 分水栓密着用コア   

ポリエチレン 

スリーブ 

ダクタイル 

鋳鉄管用 

JDPAZ2005  ポリエチレン 

スリーブ 

ダクタイル 

鋳鉄管用 

JDPAZ2005  

非常用貯水槽 

ステンレス製、耐衝撃性硬

質塩化ビニル製等 

※屋外設置の場合、凍結に

対し配慮した材質、構造を

有するものとする。 

JWWA、JIS 

(各種製造ﾒｰｶｰ

による） 

 

    

改正後 改正前 

品目 承認メーカー 認証番号 適用 品目 承認メーカー 認証番号 適用 

青銅製

仕切弁 

前田バルブ E-216 MV-BC 
旧掛川市右回り開き・キャップ式 

旧大東町左回り開き・キャップ式 

旧大須賀町左回り開き・キャップ式 

青銅製

仕切弁 

前田バルブ E-216 MV-BC 
旧掛川市右回り開き・キャップ式 

旧大東町左回り開き・キャップ式 

旧大須賀町左回り開き・キャップ式 

前澤給装 
E-23 421004 

421003 
前澤給装 

E-23 421004 

421003 

タブチ E-22 TAK タブチ E-22 TAK 



 

別表 3 配水管の分岐部分から止水栓(仕切弁)まで及びメータ等に関する指定材料 

改正後 改正前 

書類 

番号 
書類名 

提出 

部数 

提出しなければ 

ならない場合 
様式番号 

書類 

番号 
書類名 

提出 

部数 

提出しなければ 

ならない場合 
様式番号 

10 
三階直結給水許可証

の写し 
1 部 

①３階直結給水をおこなう

場合 
 10 

三階直結給水許可証

の写し 
1 部 

①３階直結給水をおこなう

場合 
 

11 
非常用貯水槽 

設置条件承諾書 
1 部 

①給水管に直結する非常用

貯水槽を設置する場合 

様式 

第 21 号 
     

12 その他 1 部 ①市⾧が提出を求めた場合  11 その他 1 部 ①市⾧が提出を求めた場合  

※書類番号 1.2.3.4.6.10.11.12 は給水装置工事申込書と一緒に綴じること ※書類番号 1.2.3.4.6.10.11 は給水装置工事申込書と一緒に綴じること 



別表 5 各様式における押印の要・不要一覧 

 

改正後 改正前 

 名称 押印要・不要  名称 押印要・不要 

様式第 1 号 使 用 材 料 一 覧 表 不要 様式第 1 号 使 用 材 料 一 覧 表 不要 

様式第 2 号 土地(私道)・家屋・給水装置・本管使用承諾書 要 様式第 2 号 土地(私道)・家屋・給水装置・本管使用承諾書 要 

様式第 4 号 水道利用加入金免除申請書 不要 様式第 4 号 水道利用加入金免除申請書 不要 

様式第 5 号 受水槽及び加圧装置条件承諾書 要 様式第 5 号 受水槽及び加圧装置条件承諾書 要 

様式第 6 号 代理人・管理人選定(変更)届 不要 様式第 6 号 代理人・管理人選定(変更)届 不要 

様式第 7 号 集中検針装置設置条件承諾書 要 様式第 7 号 集中検針装置設置条件承諾書 要 

様式第 8 号 三階直結給水条件承諾書 要 様式第 8 号 三階直結給水条件承諾書 要 

様式第 9 号 三階直結給水協議書（新規・変更） 不要 様式第 9 号 三階直結給水協議書（新規・変更） 不要 

様式第 10 号 給水装置管理者変更届 不要 様式第 10 号 給水装置管理者変更届 不要 

様式第 11 号 集中検針装置所有者変更届 要 様式第 11 号 集中検針装置所有者変更届 要 

様式第 12 号 給水管分岐工事施工届 不要 様式第 12 号 給水管分岐工事施工届 不要 

様式第 13 号 分水工事連絡表 不要 様式第 13 号 分水工事連絡表 不要 

様式第 14 号 集合住宅完成届 不要 様式第 14 号 集合住宅完成届 不要 

様式第 15 号 給水工事協議書                    不要 様式第 15 号 給水工事協議書                    不要 

様式第 16 号 給水管設置承諾書 要 様式第 16 号 給水管設置承諾書 要 

様式第 17 号 循環式給湯機直結給水申請書 不要 様式第 17 号 循環式給湯機直結給水申請書 不要 

様式第 18 号 減圧式逆流防止器定期点検業者選任(変更)届 不要 様式第 18 号 減圧式逆流防止器定期点検業者選任(変更)届 不要 

様式第 19 号 減圧式逆流防止器定期点検報告書 不要 様式第 19 号 減圧式逆流防止器定期点検報告書 不要 

様式第 20 号 給水装置所有者変更届 要 様式第 20 号 給水装置所有者変更届 要 

様式第 21 号 非常用貯水槽設置条件承諾書 要  誓約書 要 

 誓約書 要  自社検査表 要 

 自社検査表 要    



別紙 1 書類竣工検査における写真撮影例 

 

改正後 改正前 

  

 

 


